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ご注意：本報道発表文は、本投資法人の2021年2月期の運用状況及び分配金の予想の修正並びに2021年8月期の運用状況及び分配金の

予想に関して一般に公表するための文書であり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、

必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びにその訂正事項分（作成された場合）をご覧頂い

た上で、投資家ご自身の責任と判断でなさるようお願いいたします。 

また、本報道発表文は、米国における証券の募集を構成するものではありません。1933年米国証券法に基づいて証券の登録

を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことは出来ません。米国において証

券の公募が行われる場合には、1933年米国証券法に基づいて作成される英文のプロスペクタスが用いられます。プロスペク

タスは、当該証券の発行法人又は売出人より入手することができますが、これには発行法人及びその経営陣に関する詳細な

情報並びにその財務諸表が記載されます。なお、本件においては米国における証券の公募は行われません。 
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2021年 2月期の運用状況及び分配金の予想の修正並びに 

2021年 8月期の運用状況及び分配金の予想に関するお知らせ 

 

ラサールロジポート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、2020年 4月 17日付で公表し

た 2021年 2月期（2020年 9月 1日～2021年 2月 28日）の運用状況及び分配金の予想を修正するととも

に、新たに 2021年 8月期（2021年 3月 1日～2021年 8月 31日）における運用状況及び分配金の予想に

ついて、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、2020年 4月 17日付で公表した 2020年 8月期（2020年 3月 1日～2020年 8月 31日）の運用状

況及び分配金の予想については、変更はありません。 

 

記 

 

1. 運用状況及び分配金の予想の修正及び公表 

(1) 2021年 2月期（第 10期）（2020年 9月 1日～2021年 2月 28日） 

 
営業収益 

（百万円） 

営業利益 

（百万円） 

経常利益 

（百万円） 

当期 

純利益 

（百万円） 

1口当たり 

分配金（円） 
（利益超過分配

金を含む） 

1口当たり 

分配金（円） 
（利益超過分配

金は含まない） 

1口当たり 

利益超過 

分配金（円） 

前回発表予想（A） 7,440 3,923 3,525 3,524 2,794 2,585 209 

今回発表予想（B） 9,556 5,223 4,515 4,514 2,988 2,756 232 

増減額（B-A） +2,115 +1,299 +989 +989 +194 +171 +23 

増減率 +28.4% +33.1% +28.1% +28.1% +6.9% +6.6% +11.0% 
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ご注意：本報道発表文は、本投資法人の2021年2月期の運用状況及び分配金の予想の修正並びに2021年8月期の運用状況及び分配金の

予想に関して一般に公表するための文書であり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、

必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びにその訂正事項分（作成された場合）をご覧頂い

た上で、投資家ご自身の責任と判断でなさるようお願いいたします。 

また、本報道発表文は、米国における証券の募集を構成するものではありません。1933年米国証券法に基づいて証券の登録

を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことは出来ません。米国において証

券の公募が行われる場合には、1933年米国証券法に基づいて作成される英文のプロスペクタスが用いられます。プロスペク

タスは、当該証券の発行法人又は売出人より入手することができますが、これには発行法人及びその経営陣に関する詳細な

情報並びにその財務諸表が記載されます。なお、本件においては米国における証券の公募は行われません。 

(2) 2021年 8月期（第 11期）（2021年 3月 1日～2021年 8月 31日） 

 
営業収益 

（百万円） 

営業利益 

（百万円） 

経常利益 

（百万円） 

当期 

純利益 

（百万円） 

1口当たり 

分配金（円） 
（利益超過分配

金を含む） 

1口当たり 

分配金（円） 
（利益超過分配

金は含まない） 

1口当たり 

利益超過 

分配金（円） 

今回発表予想 9,491 4,985 4,443 4,442 2,944 2,712 232 

 (参考) 

2021年 2月期：予想期末発行済投資口総数 1,638,000口   1口当たり予想当期純利益 2,756円 

2021年 8月期：予想期末発行済投資口総数 1,638,000口   1口当たり予想当期純利益 2,712円 

 

(注1) 上記の運用状況及び分配金の予想については、別紙 1「2021年 2月期及び 2021年 8月期の運用

状況及び分配金の予想の前提条件」に記載した前提条件に基づき算出した現時点のものです。

したがって、今後の不動産等の追加取得若しくは売却、賃借人の異動等に伴う賃料収入の変動、

予期せぬ修繕の発生等運用環境の変化、金利の変動、実際に決定される新投資口の発行数及び

発行価格、又は今後の更なる新投資口の発行等により、前提条件との間に差異が生じ、その結

果、実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益、1 口当たり分配金（利益超過分配金

は含まない）及び 1 口当たり利益超過分配金は変動する可能性があります。そのため、本予想

は分配金及び利益超過分配金の額を保証するものではありません。 

(注2) 上記予想と一定以上の乖離が見込まれる場合は、予想の修正を行うことがあります。 

(注3) 金額は単位未満の数値を切り捨てて表示し、割合は小数点第 2 位以下を切り捨てて表示してい

ます。 

 

2. 運用状況及び分配金の予想の修正の理由 

本日付で公表の「国内不動産信託受益権の取得及び貸借並びに譲渡に関するお知らせ」に記載の

不動産信託受益権の取得及び譲渡並びに本日付で公表の「新投資口発行及び投資口売出しに関する

お知らせ」に記載した新投資口の発行に伴い、2020 年 4 月 17 日付「2020 年 2 月期 決算短信

（REIT）」で公表した 2021 年 2 月期の運用状況及び分配金の予想の前提条件が変動し、2021 年 2 月

期の営業収益に 10％以上の差異が生じる見込みとなったこと及び 2021年 2月期の 1口当たり分配金

に 5％以上の差異が生じる見込みとなったことから、当該予想の修正を行うものです。 

また、これに併せて、2021 年 8 月期における本投資法人の運用状況及び分配金の予想につき、同

様の前提条件に基づいて新たに公表を行うものです。 

以 上 

 

*本投資法人のホームページアドレス：http://lasalle-logiport.com/ 

http://lasalle-logiport.com/
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ご注意：本報道発表文は、本投資法人の2021年2月期の運用状況及び分配金の予想の修正並びに2021年8月期の運用状況及び分配金の

予想に関して一般に公表するための文書であり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、

必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びにその訂正事項分（作成された場合）をご覧頂い

た上で、投資家ご自身の責任と判断でなさるようお願いいたします。 

また、本報道発表文は、米国における証券の募集を構成するものではありません。1933年米国証券法に基づいて証券の登録

を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことは出来ません。米国において証

券の公募が行われる場合には、1933年米国証券法に基づいて作成される英文のプロスペクタスが用いられます。プロスペク

タスは、当該証券の発行法人又は売出人より入手することができますが、これには発行法人及びその経営陣に関する詳細な

情報並びにその財務諸表が記載されます。なお、本件においては米国における証券の公募は行われません。 

【別紙 1】 

2021年 2月期及び 2021年 8月期の運用状況及び分配金の予想の前提条件 

 

項目 前提条件 

計算期間 
• 第 10期（2020年 9月 1日～2021年 2月 28日）（181日） 

• 第 11期（2021年 3月 1日～2021年 8月 31日）（184日） 

運用資産 

• 本日現在保有している不動産信託受益権（合計 16 物件）及び優先出資証券（裏

付資産 1物件）（以下、併せて「現保有資産」といいます。）に加え、以下の不動

産信託受益権の取得及び譲渡が行われることを前提としています。 

＜取得予定資産＞ 

ロジポート川崎ベイ（準共有持分 40％）  2020年 9月 4日取得予定 

ロジポート新守谷 

ロジポート尼崎（追加取得分 49％） 

同上 

同上 

ロジポート堺（準共有持分 50％） 同上 

＜譲渡予定資産＞ 

住之江（底地） 2020年 9月 3日譲渡予定 

• 取得予定資産の取得及び譲渡予定資産の譲渡を除き、2021 年 8 月期末までの間

に変動（新規物件の取得、保有資産の処分等）が生じないことを前提としていま

す。 

• 実際には取得予定資産以外の新規物件の取得又は譲渡予定資産以外の保有資産の

処分等により変動が生ずる可能性があります。 

営業収益 

• 賃貸事業収益については、現所有者より提供を受けた取得予定資産に関する情報

及び現保有資産の本日現在効力を有する賃貸借契約、市場動向等を勘案し算出し

ています。 

• 物件全体の平均稼働率は、2021年 2月期及び 2021年 8月期にそれぞれ 99.0％及

び 98.3％を見込んでいます。 

• 「住之江（底地）」の不動産信託受益権を譲渡することによる不動産等売却益

（譲渡予定価格から譲渡予定日の想定帳簿価額及び譲渡に係る諸費用の見込額を

控除した額）について、2021 年 2 月期に 39 百万円を見込んでいます。なお、実

際の不動産等売却益の計上額は変動する可能性があります。 

• 営業収益については、賃借人による賃料の滞納又は不払いがないことを前提とし

ています。 

• なお、優先出資証券に関して営業収益は発生しないことを想定しています。 

営業費用 

• 減価償却費以外の賃貸事業費用は、現所有者より提供を受けた取得予定資産に関

する情報、現保有資産の過去実績及び本日現在効力を有する各契約に基づき、費

用の変動要素を反映して算出しています。 

• 減価償却費については、付随費用等を含めて定額法により算出しており、2021

年 2月期に 1,268百万円、2021年 8月期に 1,270百万円を想定しています。 

• 一般に不動産等の売買に当たり固定資産税等については売主と期間按分による計
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算を行い取得時に精算しますが、本投資法人においては当該精算金は当該不動産

等の取得原価に算入します。したがって、取得予定資産においては当該精算金相

当分が取得原価に算入されるため 2021 年 2 月期については費用計上されず、

2021年度の固定資産税等が 2021年 8月期から費用計上されることとなります。 

• 取得予定資産について取得原価に算入される固定資産税等の総額は 158 万円

（119 日分に相当）を見込んでいます。なお、営業期間通期で固定資産税等が費

用化された場合の影響額は、2021年 2月期に 242百万円を見込んでいます。 

• 修繕費に関しては、物件ごとに、資産運用会社（ラサール REIT アドバイザーズ

株式会社）が策定した修繕計画をもとに、必要と想定される額を計上していま

す。但し、予想し難い要因により修繕費が発生する可能性があること、一般的に

年度による金額の差異が大きくなること及び定期的に発生する金額ではないこと

等から、各計算期間の修繕費が予想金額と大きく異なる結果となる可能性があり

ます。 

• なお、優先出資証券に関して営業費用は発生しないことを想定しています。 

営業外費用 

• 本日開催の役員会で決議した新投資口の発行及び投資口の公募に係る費用の見込

償却額として、2021年 2月期に 14百万円、2021年 8月期に 14百万円を見込ん

でいます。 

• 支払利息等（投資法人債利息、投資法人債発行費償却、融資関連費用を含みま

す。）として、2021 年 2 月期に 557 百万円、2021 年 8 月期に 520 百万円を見込

んでいます。なお、支払利息等に含まれる非現金支出費用は、2021 年 2 月期に

96百万円、2021年 8月期に 100百万円を見込んでいます。 

借入金 

• 本日現在、本投資法人の有利子負債の残高は 112,244 百万円です。これに加え

て、2020年 9月 4日に総額 34,100百万円の新規借入れを行うことを前提として

います。 

• 下記「投資口」欄に記載の第三者割当による新投資口発行の手取金については、

将来の特定資産（投資信託及び投資法人に関する法律第 2条第 1項における意味

を有します。）の取得資金又は借入金の返済に充当します。 

• 2021 年 8 月期中に消費税の還付が見込まれることから、当該還付金を原資とし

て、2021 年 8 月期に短期借入金のうち 2,800 百万円を返済することを前提とし

ています。 

• 2021 年 2 月期末及び 2021 年 8 月期末の LTV はそれぞれ 42.7％程度及び 42.2％

程度となる見込みです(小数第 2位四捨五入)。 

• LTVの算出にあたっては、次の算式を使用しています。 

LTV（％）＝有利子負債総額÷資産総額×100（％） 

投資口 

• 本日現在発行済みである 1,363,000 口に加えて、本日開催の役員会で決議した

公募による新投資口の発行（261,904 口）及び第三者割当による新投資口の発行

（上限 13,096 口）によって新規に発行される予定の合計 275,000 口が全て発行

されることを前提としています。 

• 上記を除き、2021 年 8 月期末までに新投資口の発行等による投資口数の変動が
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ないことを前提としています。 

1口当たり分配金 

（利益超過分配金

は含まない） 

• 1 口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は、本投資法人の規約に定める

金銭の分配の方針に従い利益の全額を分配することを前提として算出していま

す。 

• 1 口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は、今後の運用資産の異動、賃

借人の異動等に伴う賃料収入の変動、予期せぬ修繕の発生等運用環境の変化、金

利の変動、実際に決定される新投資口の発行数及び発行価格、又は今後の更なる

新投資口の発行等を含む種々の要因により変動する可能性があります。 

1口当たり 

利益超過分配金 

• 1 口当たり利益超過分配金は、本投資法人の規約及び資産運用会社の社内規程で

ある運用ガイドラインに定める方針に従い算出しています。2021 年 2 月期及び

2021 年 8 月期の利益超過分配金総額は、対象となる計算期間の末日に算定され

た減価償却累計額の合計額から前計算期間の末日に計上された減価償却累計額の

合計額を控除した額の約 30％を分配することを前提として算出しており、それ

ぞれ 380百万円及び 381百万円を想定しています。 

• 減価償却費は、運用資産の異動、付随費用等の発生額、資本的支出額、取得価額

の各資産への按分方法及び各々の資産に採用される耐用年数等により、現時点で

想定される額に対して変動する可能性があります。そのため、減価償却累計額を

基準として算出される利益超過分配金総額も、これらを含む種々の要因により変

動する可能性があります。 

• 本投資法人は、修繕や資本的支出への活用、借入金の返済、新規物件の取得資金

への充当などの他の選択肢についても検討の上、当面の間、対象となる計算期間

の末日に算定された減価償却累計額の合計額から前計算期間の末日に計上された

減価償却累計額の合計額を控除した額の 30％に相当する金額を目途として、経

済環境、不動産市場や賃貸市場等の動向、保有資産の競争力の維持・向上に向け

て必要となる資本的支出の金額、当該計算期間の純利益及び不動産等の売却益や

解約違約金等の一時的収益を含む利益の水準、利益を超える金銭の分配額を含め

た当該計算期間の金銭分配額の水準、本投資法人の財務状況（特に、下記の鑑定

LTV）等を総合的に考慮して、本投資法人が決定した金額につき、利益を超える

金銭として、毎期継続的に分配する方針です。そのため、不測の要因に基づく建

物の毀損等により、緊急に資本的支出が発生する場合には、1 口当たり利益超過

分配金の金額が減少する可能性があります。また、下記の鑑定 LTV が 60％を超

えた場合には、利益超過分配を行わないほか、上記事項を勘案し、利益を超える

金銭の分配の全部又は一部を行わない場合もあります。 

• 以下の算式で計算される数値（鑑定 LTV）が 60％を超えることとなる場合には利

益を超える金銭の分配を行わないものとします。 

鑑定 LTV（％）＝A / B ×100（％） 

A =有利子負債残高（投資法人債残高・短期投資法人債残高を含むが、劣後債務

の残高を除く。）＋敷金等（但し、運用資産の信託受託者において敷金等として

リザーブされている金額相当額及び本投資法人の敷金等リザーブ口座（本投資法
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ご注意：本報道発表文は、本投資法人の2021年2月期の運用状況及び分配金の予想の修正並びに2021年8月期の運用状況及び分配金の

予想に関して一般に公表するための文書であり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、

必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びにその訂正事項分（作成された場合）をご覧頂い

た上で、投資家ご自身の責任と判断でなさるようお願いいたします。 

また、本報道発表文は、米国における証券の募集を構成するものではありません。1933年米国証券法に基づいて証券の登録

を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことは出来ません。米国において証

券の公募が行われる場合には、1933年米国証券法に基づいて作成される英文のプロスペクタスが用いられます。プロスペク

タスは、当該証券の発行法人又は売出人より入手することができますが、これには発行法人及びその経営陣に関する詳細な

情報並びにその財務諸表が記載されます。なお、本件においては米国における証券の公募は行われません。 

人が賃貸人として返還義務を負う敷金等を保管する口座をいう。）にリザーブさ

れている金額相当額を除く。）の額 

B =期末時点における運用資産の鑑定評価額＋本投資法人の口座（敷金等リザー

ブ口座を除く。）の現預金残高＋信託現金及び信託預金（運用資産の信託受託者

において敷金等としてリザーブされている金額相当額を除く。）－利益分配金総

額－利益超過分配金総額 

なお、利益分配金総額及び利益超過分配金（出資の払戻し）総額については、直

近の決算期における数値によります。 

その他 

• 法令、税制、会計基準、株式会社東京証券取引所の上場規則、一般社団法人投

資信託協会の規則等において、上記の予想数値に影響を与える改正が行われな

いことを前提としています。 

• 一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提

としています。 

• 新型コロナウイルス感染症の拡大による悪影響の長期化や更なる拡大がないこ

とを前提としています。上記予想では、新型コロナウイルス感染症の長期化や

更なる拡大の場合における運用状況への悪影響を考慮していません。 
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ご注意：本報道発表文は、本投資法人の2021年2月期の運用状況及び分配金の予想の修正並びに2021年8月期の運用状況及び分配金の

予想に関して一般に公表するための文書であり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、

必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びにその訂正事項分（作成された場合）をご覧頂い

た上で、投資家ご自身の責任と判断でなさるようお願いいたします。 

また、本報道発表文は、米国における証券の募集を構成するものではありません。1933年米国証券法に基づいて証券の登録

を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことは出来ません。米国において証

券の公募が行われる場合には、1933年米国証券法に基づいて作成される英文のプロスペクタスが用いられます。プロスペク

タスは、当該証券の発行法人又は売出人より入手することができますが、これには発行法人及びその経営陣に関する詳細な

情報並びにその財務諸表が記載されます。なお、本件においては米国における証券の公募は行われません。 

 

【別紙 2】＜ご参考①＞ 

以下は、2020年 4月 17日付公表の 2021年 2月期予想及び本日公表の 2021年 2月期修正予想に

基づく巡航収益の試算です。下表記載の各期における前提条件は以下に記載のとおりです。 

 

＜巡航収益（試算）の考え方＞ 

 

 

  

2020年 4月 17日付公表の

2021年 2月期予想に 

基づく巡航収益の試算 

 

本日公表の 2021年 2月期 

修正予想に基づく 

巡航収益の試算 

 
営業収益  7,440 百万円  9,552 百万円 

 
営業利益  3,917 百万円  4,990 百万円 

 
経常利益  3,520 百万円  4,465 百万円 

 
当期純利益  3,518 百万円  4,464 百万円 

 
発行済投資口総数  1,363,000 口  1,638,000 口 

 1口当たり分配金 

（利益超過分配金を含む） 
 2,790 円  2,957 円 

 1口当たり分配金 

（利益超過分配金は含まない） 
 2,581 円  2,725 円 

 
1口当たり利益超過分配金   209 円   232 円 

 

これらの巡航収益の試算は、特定の計算期間の利益を試算することを目的とするものではなく、また、

特定の計算期間における利益等の予想としての意味を有するものではありません。巡航収益は、一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準により規定された指標ではなく、また、会計監査人の監査を受けたも

のではありません。当該試算額は、一般に公正妥当と認められる企業会計基準に準拠して表示される他の

指標の代替的指標として考慮されるべきではありません。更に、「巡航収益の試算」は、将来の本投資法

人の収益を示唆するものでなく、また、上表記載の「1 口当たり分配金」及び「1 口当たり利益超過分配

金」は、将来の分配の有無及びその金額をいかなる意味においても保証するものではありません。特定の

計算期間の実際の利益等が、2021 年 2 月期予想に基づく巡航収益の試算と大きく異なる場合があること

にご留意ください。 

 

＜2020年 4月 17日付公表の 2021年 2月期予想に基づく巡航収益の試算の前提条件＞ 

 2020年 4月 17日付公表の 2021年 2月期予想数値から、主に以下の調整を行って試算しています。 
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ご注意：本報道発表文は、本投資法人の2021年2月期の運用状況及び分配金の予想の修正並びに2021年8月期の運用状況及び分配金の

予想に関して一般に公表するための文書であり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、

必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びにその訂正事項分（作成された場合）をご覧頂い

た上で、投資家ご自身の責任と判断でなさるようお願いいたします。 

また、本報道発表文は、米国における証券の募集を構成するものではありません。1933年米国証券法に基づいて証券の登録

を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことは出来ません。米国において証

券の公募が行われる場合には、1933年米国証券法に基づいて作成される英文のプロスペクタスが用いられます。プロスペク

タスは、当該証券の発行法人又は売出人より入手することができますが、これには発行法人及びその経営陣に関する詳細な

情報並びにその財務諸表が記載されます。なお、本件においては米国における証券の公募は行われません。 

 リーシング費用について、各物件の過去実績及び業績予想の平均値の合計金額 96 百万円と一致する

よう調整 

 修繕費について、各物件の過去実績及び業績予想の平均値の合計金額 140 百万円と一致するよう調

整 

 一過性の修繕費及びその他費用の予備費について、25百万円を控除 

 上記変動に伴う営業費用等の増減を修正 

 

＜本日公表の 2021年 2月期修正予想に基づく巡航収益の試算の前提条件＞ 

 本日公表した新投資口発行並びに取得予定資産の取得及び譲渡予定資産の譲渡等を考慮した 2021 年 2

月期修正予想数値をもとに、主に以下の調整を行って試算しています。 

 取得予定資産の賃貸事業収益については、取得予定資産がすべて 2021 年 2 月期に通期稼働したもの

として計算 

 譲渡予定資産の賃貸事業収益については、譲渡予定資産が 2021 年 2 月期に稼働しなかったものとし

て計算 

 取得予定資産に関する固定資産税等について 242百万円費用計上 

 譲渡予定資産である「住之江（底地）」の不動産等売却益見込額 39百万円を営業収益から控除 

 譲渡予定資産である「住之江（底地）」の売却に伴い見込んでいる控除対象外消費税額等費用化金額

45百万円を控除 

 今回の新投資口発行等に伴い臨時的に発生する新投資口発行に係る費用及び融資関連費用等合計 136

百万円を控除 

 リーシング費用について、各物件の過去実績及び業績予想の平均値の合計金額 98 百万円と一致する

よう調整 

 修繕費について、各物件の過去実績及び業績予想の平均値の合計金額 158 百万円と一致するよう調

整 

 取得予定資産の消費税相当額を調達するために借り入れた借入金に関する支払利息については営業

外費用から控除 

 上記の調整によって変動する NOI、税引前当期純利益及び NAVに連動する資産運用報酬を営業費用に

加算 

 一過性の修繕費及びその他費用の予備費について、25百万円を控除 

 上記変動に伴う営業費用等の増減を修正  

  



 
 

 

9 

ご注意：本報道発表文は、本投資法人の2021年2月期の運用状況及び分配金の予想の修正並びに2021年8月期の運用状況及び分配金の

予想に関して一般に公表するための文書であり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、

必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びにその訂正事項分（作成された場合）をご覧頂い

た上で、投資家ご自身の責任と判断でなさるようお願いいたします。 

また、本報道発表文は、米国における証券の募集を構成するものではありません。1933年米国証券法に基づいて証券の登録

を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことは出来ません。米国において証

券の公募が行われる場合には、1933年米国証券法に基づいて作成される英文のプロスペクタスが用いられます。プロスペク

タスは、当該証券の発行法人又は売出人より入手することができますが、これには発行法人及びその経営陣に関する詳細な

情報並びにその財務諸表が記載されます。なお、本件においては米国における証券の公募は行われません。 

【別紙 3】＜ご参考②＞ 

以下は、2020 年 4 月 17 日付公表及び本日公表の 2021 年 2 月期の業績予想に基づく 1 口当たり巡航分

配金の試算、並びに 2020年 2月期末及び今回公募増資後の 1口当たり NAVの数値を記載しています。 

 

＜アクティブ運用により投資主価値の向上を継続＞ 

1口当たり巡航分配金と 1口当たり NAVの成長を加速 

 
 

(注1) 「アクティブ運用」とは、安定稼働物件を長期保有するといった受け身の運用ではなく、ポー

トフォリオレベル、アセットレベルで付加価値創出の機会を発見し、収益力強化に積極的に結

び付けていく本投資法人の運営手法を総称したものです。 

(注2) 「1 口当たり巡航分配金と 1 口当たり NAV の成長」とは、1 口当たり巡航分配金と 1 口当たり

NAVが成長（増大）することを指します。 

(注3) 「1口当たり巡航分配金（円）（利益超過分配金を含む）」の試算の前提条件は、別紙 2「巡航収

益（試算）の考え方」をご参照ください。 

(注4) 「1口当たり NAV」とは、各期末の純資産総額から分配予定金額を減算し、含み益を加えた金額

を、各期末の発行済投資口総数で除した金額です。 

(注5) 「今回公募増資」とは、本日付で決定した本投資法人の公募増資及び第三者割当増資を指しま

す。また、「今回公募増資後」とは、今回公募増資に係る払込み、新規借入れの実行、取得予定

資産の取得及び譲渡予定資産の譲渡が全て完了した時点をいいます。 

(注6) 2020年 2月期末の 1口当たり NAVは、2020年 2月期末の純資産総額から分配金額を減算し、含

み益を加えた金額を、2020年 2月期末の発行済投資口総数で除して算出しています。 

(注7) 今回公募増資後の 1 口当たり NAV は、2020 年 2 月期末の純資産総額から 2020 年 2 月期の分配

金額を減算し、2020 年 2 月期末の保有資産の含み益を加えた金額に今回公募増資における発行
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ご注意：本報道発表文は、本投資法人の2021年2月期の運用状況及び分配金の予想の修正並びに2021年8月期の運用状況及び分配金の

予想に関して一般に公表するための文書であり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、

必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びにその訂正事項分（作成された場合）をご覧頂い

た上で、投資家ご自身の責任と判断でなさるようお願いいたします。 

また、本報道発表文は、米国における証券の募集を構成するものではありません。1933年米国証券法に基づいて証券の登録

を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことは出来ません。米国において証

券の公募が行われる場合には、1933年米国証券法に基づいて作成される英文のプロスペクタスが用いられます。プロスペク

タスは、当該証券の発行法人又は売出人より入手することができますが、これには発行法人及びその経営陣に関する詳細な

情報並びにその財務諸表が記載されます。なお、本件においては米国における証券の公募は行われません。 

価額の総額並びに取得予定資産の含み益を加え、本日付で決定した「住之江（底地）」の譲渡に

よる含み益の減少を加味した金額を、今回公募増資後の発行済投資口総数で除した見込額をい

います。今回公募増資における発行価額の総額は、一般募集における発行価額の総額に、今回

公募増資に伴う第三者割当増資における発行価額の総額を加えた数値を前提に計算しています。

なお、一般募集における発行価額の総額及び当該第三者割当増資における発行価額の総額のい

ずれも、2020 年 7 月 17 日現在の株式会社東京証券取引所における本投資法人の投資口の普通

取引の終値を基準として算出した見込額です。また、当該第三者割当増資については、募集投

資口数の全部について野村證券株式会社により申し込まれ、払込みがなされることを前提とし

ています。実際の今回公募増資における発行価額の総額が当該見込額と異なる場合又は当該第

三者割当増資の全部若しくは一部について払込みがなされないこととなった場合には、実際の

今回公募増資による手取金の見込額も、変動することがあります。 

 


